


















    上田昌文 食品放射能汚染への対策はいかにあるべきか̶市民科学の実践から 





    啓蒙志向：リスク受忍の納得（正しい理解）のためのコミュニケーション 


















































 市民の権利を守るためには，少なくとも閾値なしモデル（LNT）と ICRP が 1990 年までの勧告
の費用対便益論が個人の権利を侵害しかねない功利主義を反省し，2007年以降の勧告で採
用した義務論的倫理観の二つが重視されねばならない（佐々木康人：ICRP 新勧告作成の経緯と主要











対する影響̶科学的に正しい理解のために，Isptope News（2009）に 7 回連載)。 





































































同年 10 月 28 日 
エネ環会議が総理直属の「国家戦略室」下、「国家戦略会議」の分科会に位置づけられる。 
同年 11 月１日 
第４回会議から、会議自体の「名目上の位置づけ」が変更。（国家戦略室の Web サイトでは
現在も新成長戦略実現会議の分科会という位置づけのまま） 
同年 12 月 21 日 
エネ環会議で「選択肢の提示に向けて」の基本方針として「2012 年春」には「選択肢を示す」
と発表される。 































































































  「日本学術会議会長は放射線防護について何を説明したのか?」 
   2011年 6月 22日 http://shimazono.spinavi.net/?p=233 
  「福島原発事故災害への日本学術会議の対応について」 
  2011年 5月 19日 http://shimazono.spinavi.net/?paged=3 
 
Ⅲ．「日本の放射線影響・防護専門家がＩＣＲＰ以上の安全論に傾いてきた経緯」
































































      中立的な立場を取ろうとする専門家が 
      リスクコミュニケーションに失敗するのはどうしてか 
































































































































































 林 衛（科学ジャーナリスト，富山大学人間発達科学部） 
 



























































































































































































































































































編：4つの「原発事故調」を比較・検証する̶̶福島原発事故 13のなぜ？，原稿）  
 





































































































2007 年 9 月号から 4 回連載）を参照しながら、1990 年までの勧告のなにが重
要な改善点だとされたのか、みていこう。 


















































































































































 本書『4 つの「原発事故調」を比較・検証する』で再検証する 13 の疑問（予定目次） 
Q.00福島第１原発事故の全体像・推移と 4事故調 
Q.01 地震か津波か？ なぜ直接的な原因が不明なのか？ 
Q.02 ベントは、なぜ遅れたのか？ 















報道関係者各位                              2011 年 11 月 19 日 
プレスリリース                               株式会社  水曜社                                    
━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 
『4 つの「原発事故調」を比較・検証する』 発売のお知らせ 
株式会社水曜社(所在地：東京都新宿区)は、 
新刊『4 つの「原発事故調」を比較・検証する 福島原発事故 13 のなぜ？』を 





















は正会員約 250 名、賛助会員 14 団体。 
■ 執筆者：柴田鉄治(元朝日新聞科学部長) /横山裕道(淑徳大学客員教授) /堤佳辰(元日本経済 
新聞論説委員) /高木靭生(元日経サイエンス編集長) /荒川文生(地球技術研究所) /桶田敦(TBS
テレビ報道局次長) /林 衛(富山大学人間発達科学部准教授) /林勝彦(元NHKプロデューサー)/小
出五郎(元 NHK 解説委員) 
■書籍情報：B5 判／並製／152 頁予定／1,680 円（税込）2012 年 12 月 10 日発売 
詳しい内容は Web サイトをご参照下さい。    
http://www.bookdom.net/suiyosha/1300shakai/1351jikocho.html 
■発売：株式会社水曜社 東京都新宿区 1-14-12 URL：http://www.bookdom.net/suiyosha/ 
【本件に関するお問い合わせ先】担当者：佐藤政実（さとうまさみ） 
TEL：03-3351-8768／FAX：03-5362-7279  E-mail：sato@bookdom.net 
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                        （聞き手・文化部 高木雅信）  





















低線量健康影響 一定の科学的根拠あり 科学的根拠不明確 ICRPは最低限のリスクを提示
　疫学研究 採用 採用 採用は当然だが，採用内容に議論の余地あり













































































































































FM岩手（月～金 20:55～ 21:00 土日 21:55～ 22:00）
























































































































































































































































































































































































































































± 1958年9月 新日窒水俣工場、排水経路を、 
                     水俣湾百間港から水俣川河口の八幡プールへ変更 
± 1959年7月22日 熊本大学水俣病研究班、有機水銀中毒説 
± 1959年9月 日本化学工業協会大島竹治理事の爆薬説 
± 1959年10月 細川一医師の猫400号実験 
± 1959年11月 清浦雷作（東工大・衛生工学）水銀説を否定 
± 1960年4月 清浦雷作・アミン説 
± 1961年4月 戸木田菊次（東邦大・内科学）・アミン説論文 
± 1968年5月 チッソ、アセトアルデヒド製造終止 
± 1968年9月 厚生省、水俣病の原因物質が 




























 生産指向型社会  ĸĺ  新しい社会 
 生産指向型科学  ĸĺ人権・環境指向型科学 
 環境問題の克服  ĸĺ  環境問題の克服 
  には適用できない       に資する科学 
               新たな権利と義務の発生 
  cf.  科学的解明 ｖｓ 問題解決 
 ディシプリンの中に  ĸĺ  患者さんたちとの 
    閉じた研究         共同研究 






















































   
15 
中立的な立場を取ろうとする専門家がリスクコミュニケーションに失敗するのはどうしてか 
2012年11月17日科学技術社会学会WS(鬼頭秀一) 
「政策論的視点」に「治安の視点」が加わる  
 「パニック神話」の跋扈 
± 福島第一原発事故以後の、「安全性」の議論には、 
「パニック」を回避するという主題がクローズアップされた 
 「治安」という社会全体の混乱を回避するような意味での 
「安全性」が、社会を構成する個人のそれぞれの生きる 
現場における「安全性」に優先するような論理が展開した 
 「パニック」は幻想であった 
 「治安」という「政策論的な視点」には、個人の「生」におけ
る「被害」という環境の全体論的なあり方から捉える 
「安全」の問題がすり抜け落とされてしまい、 
専門家に対する不信感の原因となった 
 
 
16 
中立的な立場を取ろうとする専門家がリスクコミュニケーションに失敗するのはどうしてか 
2012年11月17日科学技術社会学会WS(鬼頭秀一) 
現状の「福島」で何を考えていけばいいのか 
 「精神的なリスクを減らす」という観点からのパターナリスティッ
クなリスクコミュニケーションによる、「安全」を普及することに
より、健康の被害に対する対応の仕方が十分になされていな
い 
± 福島全体、飯舘村特異の問題 
 発癌リスク等の基準による「安全」論争に終始する中で、「健
康」を保証することと、信頼性を回復する対応ができていない 
± 信頼性を確保した県民健康調査のあり方について 
 「除染」一辺倒の、無「計画」な政策によって「健康」を保証する
ための基準がないがしろにされている 
± 「避難」と「除染」、二地域居住等の広範な計画・政策が機能でき
ず、精神論的な、パターナリスティックなリスクコミュニケーション
に頼る傾向が出てきていること 
 
